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「日の丸．君が代」の法制化と強制に反対する神奈川の会

要請文
2026年7月17日に憲法違反が指摘されていた「国旗損壊処罰法（国旗の損壊等の処罰

に関する法律）」が、数の力で成立してしまいました。法案を共同提出した日本維新の会
の議員は、この法律について 「成立を契機に、国民の気持ちの上での統合の役割を果たす
という国旗の意義が向上する」「愛国心も醸成されていくのではないか」とその狙いをあ
けすけに語っています。

国旗（「日の丸」）に対する思い、考えは一律でありません。 国旗への多様な感情を認
めず、国旗に敬意を表したくない人にも罰則をもって敬意を表することを強制することは
思想信条の自由を侵害するものです。また国家を象徴する国旗は、時の政府や体制を体現
しています。そのため国旗を使っての様々な表現がなされ、これらの表現のなかには政府
を批判することも含まれています。民主主義を支えている政治的な表現活動を、罰則を持
って抑え込むことは許されません。

国旗損壊処罰法の成立によって、 「 日の丸・君が代」が学校での強制から、社会全体へ
の強制に広がって行くことになります。私たちは国家権力による国旗損壊処罰罪の適用を
許さず、この違憲の法律を廃止しなければなりません。

現実の政治や社会の問題について知り、考える力を育てる主権者教育が行われるように
なって、今年で10年になります。文部科学省の調査によると、ほとんどの学校で主権者教
育が行われていますが、その多くは模擬投票などの 「選挙教育」だということです。その
原因は教育基本法にある「政治的中立性」への配慮にあると言われています。学校ばかり
でなく、「政治的中立性」に反するとして、市民団体の公共施設の使用や芸術作品の展示
などが制限されることが起きています。

沖縄辺野古沖で、研修旅行中の同志社国際高校生徒と船長が死亡するという痛ましい事
故が起きました。文部科学省は安全面と教育内容を切り分けることなく、同志社国際高校
の平和学習が「政治的中立性」を定めた教育基本法に違反とするとの見解を公表しました。
この文科省の見解によって、学校現場で平和教育などを扱うことを避ける空気がさらに強
まるのことが危惧されています。また文科省は、全国の公立私立学校などに対して、課外
活動の安全管理ばかりでなく教育活動の政治的中立性の「点検・報告」を求める調査も行
っています。

政府見解を学ぶことが「政治的中立性」なのでしょうか。「政治的中立性」に違反する
として辺野古の問題を学ぶことを認めないなら、生徒から沖縄の現実に触れる機会を奪っ
てしまうことになります。私たちは文科省が「政治的中立性」の名の下に、学校における
平和教育や人権教育に介入し国家の支配下に置こうとしていることに強く抗議をします。

「入学式及び卒業式における国旗の掲揚及び国歌の斉唱の指導について」（通知）の中
に「児童生徒に日本人としての自覚を養うとともに…我が国及び諸外国の国旗・国歌に対
して …尊重する態度を育てることが重要です」という箇所があります。国旗損壊処罰法の
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